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(57)【要約】
　本発明は、有機発光素子及び照明に関する。本発明の
例示的な有機発光素子は、例えば、反射電極層の光吸収
及び表面プラズモンによる減衰カップリングを最小化し
、優れた発光効率を示すことができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子注入性電極層と正孔注入性電極層と；前記電子注入性電極層と正孔注入性電極層と
の間に存在し、屈折率が１．７以下の低屈折有機層及び発光層を含む有機積層構造と；前
記正孔注入性電極層または電子注入性電極層の前記有機積層構造に隣接する面とは反対側
面に当接するかまたは隣接して形成されている散乱層と；を含む有機発光素子。
【請求項２】
　基材層をさらに含み、前記正孔注入性電極層、前記有機積層構造及び前記電子注入性電
極層が前記基材層上に順に形成されている、請求項１に記載の有機発光素子。
【請求項３】
　前記散乱層が前記正孔注入性電極層と前記基材層との間に存在する、請求項２に記載の
有機発光素子。
【請求項４】
　前記正孔注入性電極層が透明電極層であり、前記電子注入性電極層が反射電極層である
、請求項２または３に記載の有機発光素子。
【請求項５】
　前記低屈折有機層は、電子受容性有機化合物を含む、請求項２から４の何れか一項に記
載の有機発光素子。
【請求項６】
　前記低屈折有機層は、前記電子注入性電極層と当接して形成されている、請求項５に記
載の有機発光素子。
【請求項７】
　前記低屈折有機層は、屈折率が１．６６以下の低屈折材料を含む、請求項１から６の何
れか一項に記載の有機発光素子。
【請求項８】
　前記低屈折材料は、フッ化リチウム（ＬｉＦ）、フッ化マグネシウム（ＭｇＦ２）、フ
ッ化カリウム（ＫＦ）、フッ化ナトリウム（ＮａＦ）、フッ化アルミニウム（ＡｌＦ２）
、フッ化バリウム（ＢａＦ２）、フッ化ベリリウム（ＢｅＦ２）、フッ化カドミウム（Ｃ
ｄＦ２）、フッ化カルシウム（ＣａＦ２）、フッ化セシウム（ＣｓＦ）、フッ化トリウム
（ＴｈＦ４）、フッ化イットリウム（ＹＦ３）、塩化鉄（ＦｅＣｌ２）、酸化バナジウム
（Ｖ２Ｏ５）またはＮａ２Ａｌ３Ｆ１４リン（Ｃｈｉｏｌｏｔｅ）である、請求項７に記
載の有機発光素子。
【請求項９】
　前記低屈折有機層は、５～２００％の前記低屈折材料を含む、請求項７または８に記載
の有機発光素子。
【請求項１０】
　前記低屈折有機層は、厚さが１５ｎｍ以上である、請求項１から９の何れか一項に記載
の有機発光素子。
【請求項１１】
　前記散乱層は、屈折率が１．０～３．５であり、平均粒径が５０ｎｍ～２０，０００ｎ
ｍである散乱粒子を含む、請求項１から１０の何れか一項に記載の有機発光素子。
【請求項１２】
　前記散乱層は、凹凸構造を含む、請求項１から１１の何れか一項に記載の有機発光素子
。
【請求項１３】
　前記散乱層の上部に形成されている平坦層をさらに含む、請求項１から１１の何れか一
項に記載の有機発光素子。
【請求項１４】
　前記平坦層は、屈折率が１．８～３．５である、請求項１３に記載の有機発光素子。
【請求項１５】
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　前記平坦層は、平均粒径が１ｎｍ～１００ｎｍの高屈折粒子を含む、請求項１３または
１４に記載の有機発光素子。
【請求項１６】
　前記高屈折粒子は、ルチル型酸化チタンである、請求項１５に記載の有機発光素子。
【請求項１７】
　前記散乱層の投影面積は、前記正孔注入性電極層の投影面積に比べて小さく、前記正孔
注入性電極層は、前記散乱層の上部及び前記散乱層が形成されていない前記基材層の上部
の両方に形成されている、請求項３に記載の有機発光素子。
【請求項１８】
　前記有機積層構造と前記電子注入性電極層を保護する封止構造をさらに含み、前記封止
構造は、下部に前記散乱層が形成されていない前記正孔注入性電極層の上部に付着してい
る、請求項１７に記載の有機発光素子。
【請求項１９】
　前記封止構造は、ガラスカンまたは金属カンであるか、または前記有機積層構造と前記
電子注入性電極層の全面を覆っているフィルムである、請求項１８に記載の有機発光素子
。
【請求項２０】
　請求項１から１９の何れか一項に記載の有機発光素子を含む照明。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機発光素子及び照明に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機発光素子は、通常、基板、第１電極層、発光層を含む有機層及び第２電極層を順に
含む。
【０００３】
　いわゆる下部発光型素子（ｂｏｔｔｏｍ　ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｅｖｉｃｅ）構造では
、前記第１電極層が透明電極層で形成され、第２電極層が反射電極層で形成されることが
できる。また、いわゆる上部発光型素子（ｔｏｐ　ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｅｖｉｃｅ）構
造では、第１電極層が反射電極層であり、第２電極層が透明電極層であることができる。
【０００４】
　２つの電極層によって電子（ｅｌｅｃｔｒｏｎ）と正孔（ｈｏｌｅ）がそれぞれ注入さ
れ、注入された電子と正孔は、発光層で再結合（ｒｅｃｏｍｂｉｎａｔｉｏｎ）され、光
が生成される。光は、下部発光型素子では基板側に、上部発光型素子では第２電極層側に
放出されることができる。
【０００５】
　有機発光素子の構造において透明電極層として一般的に使用されるＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕ
ｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）、有機層及び通常ガラス基板である基板の屈折率は、それぞれ
略２．０、１．８及び１．５程度である。このような屈折率の関係によって、例えば、下
部発光型の素子において有機発光層で生成された光は、有機層と第１電極層の界面または
基板内で全反射（ｔｏｔａｌ　ｉｎｔｅｒｎａｌ　ｒｅｆｌｅｃｔｉｏｎ）現象などによ
ってトラップ（ｔｒａｐ）され、非常に少量の光だけが放出される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、有機発光素子及び照明を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　例示的な有機発光素子は、電子注入性電極層と正孔注入性電極層を含むことができる。



(4) JP 2015-514293 A 2015.5.18

10

20

30

40

50

有機発光素子において前記電子注入性電極層と正孔注入性電極層は、互いに対向配置され
ており、その間には、有機積層構造が存在することができる。有機積層構造は、機能性有
機物を含む層を１つ以上含む積層構造であることができる。前記有機積層構造は、低屈折
有機層を含むことができる。用語「低屈折有機層」は、有機化合物を含み、全体層の屈折
率は、１．７以下の層を意味することができる。本明細書で屈折率は、特に別途規定しな
い限り、約５５０ｎｍまたは６３３ｎｍの波長の光に対する屈折率を意味することができ
る。前記有機積層構造は、前記低屈折有機層とともに発光層を含むことができる。
【０００８】
　有機発光素子は、散乱層を含むことができる。このような散乱層は、例えば、前記電子
または正孔注入性電極層、例えば、正孔注入性電極層の一面に当接するかまたはそれと隣
接して形成されることができる。前記で散乱層と当接するかまたはそれと隣接する電極層
の一面は、前記有機積層構造と当接するかまたはそれと隣接する電極層の面とは反対側の
面であることができる。
【０００９】
　１つの例示で、前記有機発光素子は基材層をさらに含むことができる。前記基材層の上
部に前記電子または正孔注入性電極層、有機積層構造及び正孔または電子注入性電極層が
順に形成されている構造を有することができる。このような構造で、散乱層は、基材層と
該基材層の上部に形成される電子または正孔注入性電極層との間に位置することができる
。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の例示的な有機発光素子は、例えば、反射電極層の光吸収及び表面プラズモンに
よる減衰カップリングを最小化し、優れた発光効率を示すことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】例示的な有機発光素子を示す図である。
【図２】例示的な散乱層を示す図である。
【図３】例示的な散乱層を示す図である。
【図４】平坦層が形成されている有機発光素子を例示的に示す図である。
【図５】平坦層が形成されている有機発光素子を例示的に示す図である。
【図６】例示的な有機発光素子の基材層、散乱層及び正孔注入性電極層の形態を示す図で
ある。
【図７】例示的な有機発光素子の基材層、散乱層及び正孔注入性電極層の形態を示す図で
ある。
【図８】例示的な有機発光素子の基材層、散乱層及び正孔注入性電極層の形態を示す図で
ある。
【図９】例示的な有機発光素子を示す図である。
【図１０】例示的な有機発光素子を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　図１は、例示的な有機発光素子１００の構造であり、基材層１０５上に正孔注入性電極
層１０１、有機積層構造１０３及び電子注入性電極層１０２が順に形成されており、正孔
注入性電極層１０１と基材層との間に散乱層１０４が形成されている構造を示す。有機積
層構造１０３は、低屈折有機層１０３１と発光層１０３２を含んでいる。
【００１３】
　基材層としては、特別な制限なしに必要に応じて適切な素材が使用されることができる
。１つの例示で、前記有機発光素子は、下部発光型の素子であることができ、このような
場合には、前記基材層は、透光性基材層、例えば、可視光領域の波長の光に対する透過率
が５０％、６０％、７０％、８０％または９０％以上の基材層であることができる。透光
性基材層としては、ガラス基材層または透明高分子基材層が例示されることができる。ガ
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ラス基材層としては、ソーダ石灰ガラス、バリウム／ストロンチウム含有ガラス、鉛ガラ
ス、アルミノケイ酸ガラス、ホウケイ酸ガラス、バリウムホウケイ酸ガラスまたは石英な
どを含む基材層などが例示されることができ、高分子基材層としては、ＰＣ（ｐｏｌｙｃ
ａｒｂｏｎａｔｅ）、アクリル樹脂、ＰＥＴ（ｐｏｌｙ（ｅｔｈｙｌｅｎｅ　ｔｅｒｅｐ
ｈｔｈａｔｌｅ））、ＰＥＳ（ｐｏｌｙ（ｅｔｈｅｒｓｕｌｆｉｄｅ））またはＰＳ（ｐ
ｏｌｙｓｕｌｆｏｎｅ）などを含む基材層が例示されることができるが、これに制限され
るものではない。必要に応じて前記基材層は、駆動用ＴＦＴが存在するＴＦＴ基材層であ
ってもよい。
【００１４】
　正孔注入性電極層は、例えば、相対的に高い仕事関数（ｗｏｒｋ　ｆｕｎｃｔｉｏｎ）
を有する透明導電性材料を使用して形成することができる。例えば、前記正孔注入性電極
層は、仕事関数が約４．０ｅＶ以上の金属、合金、電気伝導性化合物または前記のうち２
種以上の混合物を含むことができる。このような材料としては、金などの金属、ＣｕＩ、
ＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）、ＩＺＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｚｉｎｃ　Ｏｘ
ｉｄｅ）、ＺｎＯ、ＳｎＯ２またはＩｎ２Ｏ３などの導電性透明材料などが例示されるこ
とができる。正孔注入性電極層は、例えば、前記材料を使用した真空蒸着法またはスパッ
タリング法などによって形成することができる。正孔注入性電極層は、例えば、光透過率
が１０％以上であり、表面抵抗が数百Ω／□以下、例えば、１００Ω／□以下であること
ができる。正孔注入性電極層の膜厚は、光透過率や表面抵抗などによって異なるが、通常
、５０ｎｍ～１５０ｎｍまたは１０ｎｍ～２００ｎｍの範囲内にあり得る。
【００１５】
　電子注入性電極層は、例えば、相対的に小さい仕事関数を有する材料を使用して形成す
ることができる。このような物質としては、カリウム、リチウム、ナトリウム、マグネシ
ウム、ランタニウム、セリウム、カルシウム、ストロンチウム、バリウム、アルミニウム
、銀、インジウム、錫、亜鉛またはジルコニウムなどの金属または前記金属から選択され
た２成分またはそれ以上の合金、例えば、マグネシウム／インジウム合金、マグネシウム
／アルミニウム合金、アルミニウム／リチウム合金、アルミニウム／スカンジウム／リチ
ウム合金、マグネシウム／銀合金またはアルミニウム／カルシウムなどが例示されること
ができる。また、電子注入性電極層は、例えば、蒸着法またはスパッタリング法などを使
用して形成することができる。
【００１６】
　例示的な有機発光素子では、前記電子または正孔注入性電極層のうち基材層上に形成さ
れる電極層が透明電極層であり、前記有機積層構造上に形成される電極層が反射電極層で
あることができる。
【００１７】
　有機積層構造は、低屈折有機層と発光層を少なくとも含む。
　低屈折有機層は、有機化合物を含む層であり、例えば、屈折率が１．７以下、１．７未
満、１．６８以下、１．６６以下、１．６５以下、１．６３以下、１．６０以下、１．５
５以下または１．５２以下の層であることができる。前記で低屈折有機層の屈折率の下限
は、特に制限されず、例えば、前記低屈折有機層は、０．５以上または０．７以上の屈折
率を有することができる。
【００１８】
　１つの例示で、低屈折有機層は、反射電極層で形成された電子または正孔注入性電極層
、例えば、反射電極層で形成された電子注入性電極層と当接するとか、またはそれと隣接
して形成されることができる。このような位置に形成された低屈折有機層は、散乱層との
有機的な相互作用によって反射電極層の光吸収及び表面プラズモン（ｓｕｒｆａｃｅ　Ｐ
ｌａｓｍｏｎ）などによる減衰カップリング（ｅｖａｎｅｓｃｅｎｔ　ｃｏｕｐｌｉｎｇ
）の影響を低減し、素子の光抽出効率を高めることができる。
【００１９】
　低屈折有機層が当接するかまたは接する電極層が電子注入性電極層であると、前記低屈
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折有機層に含まれる有機化合物は、電子受容性有機化合物（ｅｌｅｃｔｒｏｎ　ａｃｃｅ
ｐｔｉｎｇ　ｏｒｇａｎｉｃ　ｃｏｍｐｏｕｎｄ）であることができる。電子受容性有機
化合物を含む低屈折有機層は、いわゆる電子注入層、電子輸送層または電子注入／輸送層
として作用することができる。
【００２０】
　電子受容性有機化合物としては、特別な制限なしに公知された任意の化合物が使用され
ることができる。このような有機化合物としては、例えば、４，４'，４"－トリ（Ｎ－カ
ルバゾリル）トリメチルアミン（４，４'，４"－ｔｒｉ（Ｎ－ｃａｒｂａｚｏｌｙｌ）ｔ
ｒｉｐｈｅｎｙｌａｍｉｎｅ）などのような芳香族アミン化合物；ｐ－テルフェニル（ｐ
－ｔｅｒｐｈｅｎｙｌ）またはクアテルフェニル（ｑｕａｔｅｒｐｈｅｎｙｌ）などのよ
うな多環化合物またはその誘導体、ナフタレン（ｎａｐｈｔｈａｌｅｎｅ）、テトラセン
（ｔｅｔｒａｃｅｎｅ）、ピレン（ｐｙｒｅｎｅ）、コロネン（ｃｏｒｏｎｅｎｅ）、ク
リセン（ｃｈｒｙｓｅｎｅ）、アントラセン（ａｎｔｈｒａｃｅｎｅ）、ジフェニルアン
トラセン（ｄｉｐｈｅｎｙｌａｎｔｈｒａｃｅｎｅ）、ナフタセン（ｎａｐｈｔｈａｃｅ
ｎｅ）またはフェナントレン（ｐｈｅｎａｎｔｈｒｅｎｅ）などのような多環炭化水素化
合物またはその誘導体、フェナントロリン（ｐｈｅｎａｎｔｈｒｏｌｉｎｅ）、バソフェ
ナントロリン（ｂａｔｈｏｐｈｅｎａｎｔｈｒｏｌｉｎｅ）、フェナントリジン（ｐｈｅ
ｎａｎｔｈｒｉｄｉｎｅ）、アクリジン（ａｃｒｉｄｉｎｅ）、キノリン（ｑｕｉｎｏｌ
ｉｎｅ）、キノキサリン（ｑｕｉｎｏｘａｌｉｎｅ）またはフェナジン（ｐｈｅｎａｚｉ
ｎｅ）などの複素環化合物またはその誘導体などが例示されることができる。また、フル
オロセイン（ｆｌｕｏｒｏｃｅｉｎｅ）、ペリレン（ｐｅｒｙｌｅｎｅ）、フタロペリレ
ン（ｐｈｔｈａｌｏｐｅｒｙｌｅｎｅ）、ナフタロペリレン（ｎａｐｈｔｈａｌｏｐｅｒ
ｙｌｅｎｅ）、ペリノン（ｐｅｒｙｎｏｎｅ）、フタロペリノン、ナフタロペリノン、ジ
フェニルブタジエン（ｄｉｐｈｅｎｙｌｂｕｔａｄｉｅｎｅ）、テトラフェニルブタジエ
ン（ｔｅｔｒａｐｈｅｎｙｌｂｕｔａｄｉｅｎｅ）、オキサジアゾール（ｏｘａｄｉａｚ
ｏｌｅ）、アルダジン（ａｌｄａｚｉｎｅ）、ビスベンゾオキサゾリン（ｂｉｓｂｅｎｚ
ｏｘａｚｏｌｉｎｅ）、ビススチリル（ｂｉｓｓｔｙｒｙｌ）、ピラジン（ｐｙｒａｚｉ
ｎｅ）、シクロペンタジエン（ｃｙｃｌｏｐｅｎｔａｄｉｅｎｅ）、オキシン（ｏｘｉｎ
ｅ）、アミノキノリン（ａｍｉｎｏｑｕｉｎｏｌｉｎｅ）、イミン（ｉｍｉｎｅ）、ジフ
ェニルエチレン、ビニルアントラセン、ジアミノカルバゾール（ｄｉａｍｉｎｏｃａｒｂ
ａｚｏｌｅ）、ピラン（ｐｙｒａｎｅ）、チオピラン（ｔｈｉｏｐｙｒａｎｅ）、ポリメ
チン（ｐｏｌｙｍｅｔｈｉｎｅ）、メロシアニン（ｍｅｒｏｃｙａｎｉｎｅ）、キナクリ
ドン（ｑｕｉｎａｃｒｉｄｏｎｅ）またはルブレン（ｒｕｂｒｅｎｅ）などやその誘導体
、特開１９８８－２９５６９５号、特開１９９６－２２５５７号、特開１９９６－８１４
７２号、特開１９９３－００９４７０号または特開１９９３－０１７７６４号などの公報
で開示する金属キレート錯体化合物、例えば、金属キレート化オキサノイド化合物である
トリス（８－キノリノラト）アルミニウム［ｔｒｉｓ（８－ｑｕｉｎｏｌｉｎｏｌａｔｏ
）ａｌｕｍｉｎｉｕｍ］、ビス（８－キノリノラト）マグネシウム、ビス［ベンゾ（ｆ）
－８－キノリノラト］亜鉛｛ｂｉｓ［ｂｅｎｚｏ（ｆ）－８－ｑｕｉｎｏｌｉｎｏｌａｔ
ｏ］ｚｉｎｃ｝、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）アルミニウム、トリス（８－キ
ノリノラト）インジウム［ｔｒｉｓ（８－ｑｕｉｎｏｌｉｎｏｌａｔｏ）ｉｎｄｉｕｍ］
、トリス（５－メチル－８－キノリノラト）アルミニウム、８－キノリノラトリチウム、
トリス（５－クロロ－８－キノリノラト）ガリウム、ビス（５－クロロ－８－キノリノラ
ト）カルシウムなどの８－キノリノラトまたはその誘導体を配位子として１つ以上有する
金属錯体、特開１９９３－２０２０１１号、特開１９９５－１７９３９４号、特開１９９
５－２７８１２４号または特開１９９５－２２８５７９号などの公報に開示されたオキサ
ジアゾール（ｏｘａｄｉａｚｏｌｅ）化合物、特開１９９５－１５７４７３号公報などに
開示されたトリアジン（ｔｒｉａｚｉｎｅ）化合物、特開１９９４－２０３９６３号公報
などに開示されたスチルベン（ｓｔｉｌｂｅｎｅ）誘導体や、ジスチリルアリレン（ｄｉ
ｓｔｙｒｙｌａｒｙｌｅｎｅ）誘導体、特開１９９４－１３２０８０号または特開１９９
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４－８８０７２号公報などに開示されたスチリル誘導体、特開１９９４－１００８５７号
や特開１９９４－２０７１７０号公報などに開示されたジオレフィン誘導体；ベンゾオキ
サゾール（ｂｅｎｚｏｏｘａｚｏｌｅ）化合物、ベンゾチアゾール（ｂｅｎｚｏｔｈｉａ
ｚｏｌｅ）化合物またはベンゾイミダゾール（ｂｅｎｚｏｉｍｉｄａｚｏｌｅ）化合物な
どの蛍光増白剤；１，４－ビス（２－メチルスチリル）ベンゼン、１，４－ビス（３－メ
チルスチリル）ベンゼン、１，４－ビス（４－メチルスチリル）ベンゼン、ジスチリルベ
ンゼン、１，４－ビス（２－エチルスチリル）ベンジル、１，４－ビス（３－エチルスチ
リル）ベンゼン、１，４－ビス（２－メチルスチリル）－２－メチルベンゼンまたは１，
４－ビス（２－メチルスチリル）－２－エチルベンゼンなどのようなジスチリルベンゼン
（ｄｉｓｔｙｒｙｌｂｅｎｚｅｎｅ）化合物；２，５－ビス（４－メチルスチリル）ピラ
ジン、２，５－ビス（４－エチルスチリル）ピラジン、２，５－ビス［２－（１－ナフチ
ル）ビニル］ピラジン、２，５－ビス（４－メトキシスチリル）ピラジン、２，５－ビス
［２－（４－ビフェニル）ビニル］ピラジンまたは２，５－ビス［２－（１－ピレニル）
ビニル］ピラジンなどのジスチリルピラジン（ｄｉｓｔｙｒｙｌｐｙｒａｚｉｎｅ）化合
物、１，４－フェニレンジメチリジン、４，４'－フェニレンジメチリジン、２，５－キ
シレンジメチリジン、２，６－ナフチレンジメチリジン、１，４－ビフェニレンジメチリ
ジン、１，４－パラ－テレフェニレンジメチリジン、９、１０－アントラセンジイルジメ
チリジン（９、１０－ａｎｔｈｒａｃｅｎｅｄｉｙｌｄｉｍｅｔｈｙｌｉｄｉｎｅ）また
は４，４'－（２、２－ジ－ｔ－ブチルフェニルビニル）ビフェニル、４，４' －（２、
２－ジフェニルビニル）ビフェニルなどのようなジメチリジン（ｄｉｍｅｔｈｙｌｉｄｉ
ｎｅ）化合物またはその誘導体、特開１９９４－４９０７９号公報または特開１９９４－
２９３７７８号公報などに開示されたシラナミン（ｓｉｌａｎａｍｉｎｅ）誘導体、特開
１９９４－２７９３２２号または特開１９９４－２７９３２３号公報などに開示された多
官能スチリル化合物、特開１９９４－１０７６４８号公報または特開１９９４－０９２９
４７号公報などに開示されているオキサジアゾール誘導体、特開１９９４－２０６８６５
号公報などに開示されたアントラセン化合物、特開１９９４－１４５１４６号公報などに
開示されたオキシネート（ｏｘｙｎａｔｅ）誘導体、特開１９９２－９６９９０号公報な
どに開示されたテトラフェニルブタジエン化合物、特開１９９１－２９６５９５号公報な
どに開示された有機三官能化合物、特開１９９０－１９１６９４号公報などに開示された
クマリン（ｃｏｕｍａｒｉｎ）誘導体、特開１９９０－１９６８８５号公報などに開示さ
れたペリレン（ｐｅｒｙｌｅｎｅ）誘導体、特開１９９０－２５５７８９号公報などに開
示されたナフタレン誘導体、特開１９９０－２８９６７６号公報や特開１９９０－８８６
８９号公報などに開示されたフタロペリノン（ｐｈｔｈａｌｏｐｅｒｙｎｏｎｅ）誘導体
または特開１９９０－２５０２９２号公報などに開示されたスチリルアミン誘導体などが
、低屈折層に含まれる電子受容性有機化合物として使用されることができる。
【００２１】
　有機化合物は、通常、屈折率が１．７～１．８程度である。このような有機化合物を含
む低屈折有機層の屈折率を低い水準に維持するために、低屈折有機層は、低い屈折率を有
する材料（以下、低屈折材料と称することができる）を前記有機化合物とともに含むこと
ができる。このような低屈折材料としては、例えば、例えば、１．６０またはそれ以下の
屈折率を有する材料が例示されることができる。前記低屈折材料の屈折率の下限は、特に
制限されないが、例えば、前記材料は、０．５以上または０．７以上の屈折率を有する材
料であることができる。前記材料としては、フッ化リチウム（ＬｉＦ）、フッ化マグネシ
ウム（ＭｇＦ２）、フッ化カリウム（ＫＦ）、フッ化ナトリウム（ＮａＦ）、フッ化アル
ミニウム（ＡｌＦ２）、フッ化バリウム（ＢａＦ２）、フッ化ベリリウム（ＢｅＦ２）、
フッ化カドミウム（ＣｄＦ２）、フッ化カルシウム（ＣａＦ２）、フッ化セシウム（Ｃｓ
Ｆ）、フッ化トリウム（ＴｈＦ４）、フッ化イットリウム（ＹＦ３）、塩化鉄（ＦｅＣｌ

２）、酸化バナジウム（Ｖ２Ｏ５）またはＮａ２Ａｌ３Ｆ１４リン（Ｃｈｉｏｌｏｔｅ）
などから選択された１種または２種以上の混合物などが例示されることができる。
【００２２】
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　低屈折有機層に含まれる前記低屈折材料の含量は、低屈折有機層が前述した範囲の屈折
率を有するように調節される限り、特に制限されない。１つの例示で、前記低屈折材料は
、低屈折有機層に含まれる有機化合物１００重量部に対して１５０重量部以下、１４０重
量部以下、１３０重量部以下、１２０重量部以下、１１０重量部以下または１００重量部
以下であることができる。本明細書で単位重量部は、特に別途規定しない限り、各成分間
の重量の比率を意味する。前記低屈折材料の比率の下限は、低屈折有機層の屈折率によっ
て決定されるものであって、特に制限されるものではない。
【００２３】
　前記のように有機化合物と低屈折率の材料を一緒に含む低屈折有機層は、例えば、前記
有機化合物と低屈折率が材料を使用した共蒸着方式で形成することができる。
【００２４】
　低屈折有機層は、厚さが例えば、１５ｎｍ以上、１８ｎｍ以上、２０ｎｍ以上、３０ｎ
ｍ以上、４０ｎｍ以上、５０ｎｍ以上、５５ｎｍ以上、６０ｎｍ以上、６５ｎｍ以上また
は７０ｎｍ以上であることができる。このような範囲で素子の減衰効果を最小化し、光抽
出効率を極大化することができる。前記低屈折有機層の厚さの上限は、特に制限されない
。例えば前記低屈折有機層は、厚さが１５０ｎｍ以下、１００ｎｍ以下または８５ｎｍ以
下であることができる。
　発光層は、例えば、この分野に公知された多様な蛍光または燐光有機材料を使用して形
成することができる。発光層は、また、前述した電子受容性有機化合物や後述する電子供
与性有機化合物のうち発光特性を示す種類を適切に採用して形成することができる。
【００２５】
　発光層材料としては、トリス（４－メチル－８－キノリノラート ）アルミニウム（III
）（ｔｒｉｓ（４－ｍｅｔｈｙｌ－８－ｑｕｉｎｏｌｉｎｏｌａｔｅ）ａｌｕｍｉｎｕｍ
（III））（Ａｌｇ３）、４－ＭＡｌｑ３またはＧａｑ３などのＡｌｑ系の材料、Ｃ－５
４５Ｔ（Ｃ２６Ｈ２６Ｎ２Ｏ２Ｓ）、ＤＳＡ－アミン、ＴＢＳＡ、ＢＴＰ、ＰＡＰ－ＮＰ
Ａ、スピロ－ＦＰＡ、Ｐｈ３Ｓｉ（ＰｈＴＤＡＯＸＤ）、ＰＰＣＰ（１，２，３，４，５
－ｐｅｎｔａｐｈｅｎｙｌ－１，３－ｃｙｃｌｏｐｅｎｔａｄｉｅｎｅ）などのようなシ
クロペナジエン（ｃｙｃｌｏｐｅｎａｄｉｅｎｅ）誘導体、ＤＰＶＢｉ（４，４'－ｂｉ
ｓ（２、２'－ｄｉｐｈｅｎｙｌｙｉｎｙｌ）－１，１'－ｂｉｐｈｅｎｙｌ）、ジスチリ
ルベンゼンまたはその誘導体またはＤＣＪＴＢ（４－（Ｄｉｃｙａｎｏｍｅｔｈｙｌｅｎ
ｅ）－２－ｔｅｒｔ－ｂｕｔｙｌ－６－（１，１，７，７、－ｔｅｔｒａｍｅｔｈｙｌｊ
ｕｌｏｌｉｄｙｌ－９－ｅｎｙｌ）－４Ｈ－ｐｙｒａｎ）、ＤＤＰ、ＡＡＡＰ、ＮＰＡＭ
ＬＩ；またはＦｉｒｐｉｃ、ｍ－Ｆｉｒｐｉｃ、Ｎ－Ｆｉｒｐｉｃ、ｂｏｎ２Ｉｒ（ａｃ
ａｃ）、（Ｃ６）２Ｉｒ（ａｃａｃ）、ｂｔ２Ｉｒ（ａｃａｃ）、ｄｐ２Ｉｒ（ａｃａｃ
）、ｂｚｑ２Ｉｒ（ａｃａｃ）、ｂｏ２Ｉｒ（ａｃａｃ）、Ｆ２Ｉｒ（ｂｐｙ）、Ｆ２Ｉ
ｒ（ａｃａｃ）、ｏｐ２Ｉｒ（ａｃａｃ）、ｐｐｙ２Ｉｒ（ａｃａｃ）、ｔｐｙ２Ｉｒ（
ａｃａｃ）、ＦＩｒｐｐｙ（ｆａｃ－ｔｒｉｓ［２－（４，５'－ｄｉｆｌｕｏｒｏｐｈ
ｅｎｙｌ）ｐｙｒｉｄｉｎｅ－Ｃ'２、Ｎ］ｉｒｉｄｉｕｍ（III））またはＢｔｐ２Ｉｒ
（ａｃａｃ）（ｂｉｓ（２－（２'－ｂｅｎｚｏ［４，５－ａ］ｔｈｉｅｎｙｌ）ｐｙｒ
ｉｄｉｎａｔｏ－Ｎ，Ｃ３'－）ｉｒｉｄｉｕｍ（ａｃｅｔｙｌａｃｔｏｎａｔｅ））な
どのような燐光材料などが例示されることができるが、これに制限されるものではない。
発光層は、前記材料をホスト（ｈｏｓｔ）として含み、また、ペリレン（ｐｅｒｙｌｅｎ
ｅ）、ジスチリルビフェニル（ｄｉｓｔｙｒｙｌｂｉｐｈｅｎｙｌ）、ＤＰＴ、キナクリ
ドン（ｑｕｉｎａｃｒｉｄｏｎｅ）、ルブレン（ｒｕｂｒｅｎｅ）、ＢＴＸ、ＡＢＴＸま
たはＤＣＪＴＢなどをドーパントとして含むホスト－ドーパントシステム（Ｈｏｓｔ－Ｄ
ｏｐａｎｔ　ｓｙｓｔｅｍ）を有することができる。
【００２６】
　有機積層構造は、低屈折有機層と発光層を少なくとも含む限り、この分野で公知された
他の層を一緒に含んで多様な形態で存在することができる。
【００２７】
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　例えば、低屈折有機層が電子受容性有機化合物を含み、電子輸送層として作用する場合
には、有機積層構造にさらに含まれる層としては、正孔注入層（ＨＩＬ；Ｈｏｌｅ　Ｉｎ
ｊｅｃｔｉｎｇ　Ｌａｙｅｒ）、正孔輸送層（ＨＴＬ；Ｈｏｌｅ　Ｔｒａｎｓｐｏｒｔｉ
ｎｇ　Ｌａｙｅｒ）、電子注入層（ＥＩＬ；Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｉｎｊｅｃｔｉｎｇ　Ｌ
ａｙｅｒ）または正孔阻止層（ＨＢＬ；Ｈｏｌｅ　Ｂｌｏｃｋｉｎｇ　Ｌａｙｅｒ）など
が例示されることができる。
【００２８】
　前記で正孔注入層は、例えば、正孔注入性電極層と当接してさらに含まれて電極層から
有機積層構造への円滑な正孔の注入を補助する役目をする層であることができる。また、
正孔輸送層は、例えば、発光層と正孔注入性電極層との間に存在し、発光層のＨＯＭＯ（
ｈｉｇｈｅｓｔ　ｏｃｃｕｐｉｅｄ　ｍｏｌｅｃｕｌａｒ　ｏｒｂｉｔａｌ）レベルより
高い水準のＨＯＭＯレベルを持って円滑な正孔の輸送を補助することができる。
【００２９】
　正孔注入層または正孔輸送層は、例えば、電子供与性有機化合物（ｅｌｅｃｔｒｏｎ　
ｄｏｎａｔｉｎｇ　ｏｒｇａｎｉｃ　ｃｏｍｐｏｕｎｄ）を含むことができる。電子供与
性有機化合物としては、Ｎ，Ｎ'，Ｎ'－テトラフェニル－４，４'－ジアミノフェニル、
Ｎ，Ｎ'－ジフェニル－Ｎ，Ｎ'－ジ（３－メチルフェニル）－４，４'－ジアミノビフェ
ニル、２，２－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）プロパン、Ｎ，Ｎ，Ｎ'，Ｎ'
－テトラ－ｐ－トリル－４，４'－ジアミノビフェニル、ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミ
ノフェニル）フェニルメタン、Ｎ，Ｎ'－ジフェニル－Ｎ，Ｎ'－ジ（４－メトキシフェニ
ル）－４，４'－ジアミノビフェニル、Ｎ，Ｎ，Ｎ'，Ｎ'－テトラフェニル－４，４'－ジ
アミノジフェニルエーテル、４，４'－ビス（ジフェニルアミノ）クアドリフェニル［４
，４'－ｂｉｓ（ｄｉｐｈｅｎｙｌａｍｉｎｏ）ｑｕａｄｒｉｐｈｅｎｙｌ］、４－Ｎ，
Ｎ－ジフェニルアミノ－（２－ジフェニルビニル）ベンゼン、３－メトキシ－４'－Ｎ，
Ｎ－ジフェニルアミノスチルベンゼン、Ｎ－フェニルカルバゾール、１，１－ビス（４－
ジ－ｐ－トリアミノフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ジ－ｐ－トリアミノ
フェニル）－４－フェニルシクロヘキサン、ビス（４－ジメチルアミノ－２－メチルフェ
ニル）フェニルメタン、Ｎ，Ｎ、Ｎ－トリ（ｐ－トリル）アミン、４－（ジ－ｐ－トリル
アミノ）－４'－［４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）スチリル］スチルベン、Ｎ，Ｎ，Ｎ'，
Ｎ'－テトラフェニル－４，４'－ジアミノビフェニルＮ－フェニルカルバゾール、４，４
'－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニル－アミノ］ビフェニル、４，４'－ビス［
Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ｐ－テルフェニル、４，４'－ビス［Ｎ－
（２－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル、４，４'－ビス［Ｎ－（３－アセ
ナフテニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル、１，５－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）
－Ｎ－フェニルアミノ］ナフタレン、４，４'－ビス［Ｎ－（９－アントリル）－Ｎ－フ
ェニルアミノ］ビフェニルフェニルアミノ］ビフェニル、４，４'－ビス［Ｎ－（１－ア
ントリル）－Ｎ－フェニルアミノ］－ｐ－テルフェニル、４，４'－ビス［Ｎ－（２－フ
ェナントリル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル、４，４'－ビス［Ｎ－（８－フルオ
ランテニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル、４，４'－ビス［Ｎ－（２－ピレニル
）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル、４，４'－ビス［Ｎ－（２－ペリレニル）－Ｎ－
フェニルアミノ］ビフェニル、４，４'－ビス［Ｎ－（１－コロネニル）－Ｎ－フェニル
アミノ］ビフェニル（４，４'－ｂｉｓ［Ｎ－（１－ｃｏｒｏｎｅｎｙｌ）－Ｎ－ｐｈｅ
ｎｙｌａｍｉｎｏ］ｂｉｐｈｅｎｙｌ）、２，６－ビス（ジ－ｐ－トリルアミノ）ナフタ
レン、２，６－ビス［ジ－（１－ナフチル）アミノ］ナフタレン、２，６－ビス［Ｎ－（
１－ナフチル）－Ｎ－（２－ナフチル）アミノ］ナフタレン、４，４'－ビス［Ｎ，Ｎ－
ジ（２－ナフチル）アミノ］テルフェニル、４，４'－ビス｛Ｎ－フェニル－Ｎ－［４－
（１－ナフチル）フェニル］アミノ｝ビフェニル、４，４'－ビス［Ｎ－フェニル－Ｎ－
（２－ピレニル）アミノ］ビフェニル、２，６－ビス［Ｎ，Ｎ－ジ－（２－ナフチル）ア
ミノ］フルオレンまたは４，４'－ビス（Ｎ，Ｎ－ジ－ｐ－トリルアミノ）テルフェニル
、及びビス（Ｎ－１－ナフチル）（Ｎ－２－ナフチル）アミンなどのようなアリールアミ
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ン化合物が代表的に例示されることができるが、これに制限されるものではない。
【００３０】
　正孔注入層や正孔輸送層は、前記有機化合物を高分子中に分散させるか、または前記有
機化合物から由来した高分子を使用して形成することができる。また、ポリパラフェニレ
ンビニレン及びその誘導体などのようにいわゆるπ－共役高分子（π－ｃｏｎｊｕｇａｔ
ｅｄ　ｐｏｌｙｍｅｒｓ）、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）などの正孔輸送性非共役高
分子またはポリシランのσ共役高分子などが使用されることができる。
【００３１】
　正孔注入層は、必要に応じて、銅フタロシアニンのような金属フタロシアニンや非金属
フタロシアニン、カーボン膜及びポリアニリンなどの電気的に伝導性の高分子を使用して
形成するか、または前記アリールアミン化合物を酸化剤としてルイス酸（Ｌｅｗｉｓ　ａ
ｃｉｄ）と反応させて形成することができる。
【００３２】
　電子注入層は、電極層から有機積層構造への電子の注入を補助する層であって、必要な
場合に、電子注入性電極層と当接してさらに含まれることができる。電子注入層は、例え
ば、ＬｉＦまたはＣｓＦなどのような公知の材料を使用して形成することができる。正孔
阻止層は、正孔注入性電極層から注入された正孔が発光層を経て電子注入性電極層に進入
することを防止し、素子の寿命と効率を向上させることができる層であり、必要な場合に
、公知の材料を使用して発光層と電子注入性電極層との間に適切な部分に形成されること
ができる。
【００３３】
　有機積層構造は、多様な構造で形成されることができる。例えば低屈折有機層が電子輸
送層として作用する場合に、前記有機積層構造は、例えば、正孔注入性電極層から順次に
発光層及び低屈折有機層が形成された形態、発光層、低屈折有機層及び電子注入層が形成
された形態、正孔輸送層、発光層及び低屈折有機層が形成された形態、正孔注入層、正孔
輸送層、発光層及び低屈折有機層が形成された形態、正孔輸送層、発光層、正孔阻止層及
び低屈折有機層が形成された形態、正孔注入層、正孔輸送層、発光層、正孔阻止層及び低
屈折有機層が形成された形態、正孔輸送層、発光層、低屈折有機層及び電子注入層が形成
された形態、正孔注入層、正孔輸送層、発光層、低屈折有機層及び電子注入層が形成され
た形態などを有することができるが、これに制限されるものではない。必要な場合、前記
有機積層構造は、２層以上の発光層を含む構造を有することができる。２層以上の発光層
を含む構造としては、電荷発生特性を有する中間電極層や電荷発生層（ＣＧＬ；Ｃｈａｒ
ｇｅ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｎｇ　Ｌａｙｅｒ）などによって分割されている２個以上の発光
層が有機積層構造に適切な位置に存在する構造を例示することができるが、これに制限さ
れるものではない。
【００３４】
　前記有機発光素子は、散乱層をさらに含む。散乱層は、前記低屈折有機層との相互作用
を通じて素子の光抽出効率を高めることができる層であり、入射する光を散乱させること
ができる作用をするものなら、任意の公知された材料及び構造で形成されることができる
。
【００３５】
　１つの例示で、散乱層は、散乱粒子を含む層であることができる。図２は、散乱粒子３
０１を含む散乱層が基材層１０５に形成されている形態を例示的に示す。図２の散乱層は
、散乱粒子３０１とバインダー３０２を含む。
【００３６】
　本明細書で用語「散乱粒子」は、例えば、散乱層を形成するバインダーまたは後述する
平坦層とは異なる屈折率を有する粒子を意味することができる。このような粒子としては
、１．０～３．５の屈折率、例えば、１．０～２．０または１．２～１．８程度または２
．１～３．５または２．２～３．０程度の屈折率を有し、平均粒径が５０ｎｍ～２０，０
００ｎｍまたは１００ｎｍ～５，０００ｎｍ程度の粒子が例示されることができる。前記
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粒子は、球形、楕円形、多面体または無定形のような形状を有することができるが、前記
形態は、特に制限されるものではない。散乱粒子としては、例えば、ポリスチレンまたは
その誘導体、アクリル樹脂またはその誘導体、シリコン樹脂またはその誘導体、またはノ
ボラック樹脂またはその誘導体などのような有機材料、またはシリカ、アルミナ、酸化チ
タンまたは酸化ジルコニウムのような無機材料を含む粒子が例示されることができる。散
乱粒子は、前記材料のうちいずれか１つの材料のみを含むか、前記のうち２組以上の材料
を含んで形成されることができ、必要に応じてコア／セル形態の粒子または中空粒子形態
の粒子で形成されてもよい。
【００３７】
　散乱層は、前記散乱粒子を維持するバインダーをさらに含むことができる。バインダー
としては、例えば、前記散乱粒子を維持することができる材料として、隣接する他の素材
、例えば、基材層１０５と同等な屈折率を有する素材を使用することができる。バインダ
ーとしては、例えば、ポリイミド、フルオレン環を有するカルド系樹脂（ｃａｌｄｏ　ｒ
ｅｓｉｎ）、ウレタン、エポキシド、ポリエステルまたはアクリレート系の熱または光硬
化性の単量体性、オリゴマー性または高分子性有機材料や酸化ケイ素、窒化ケイ素（ｓｉ
ｌｉｃｏｎ　ｎｉｔｒｉｄｅ）、オキシ窒化ケイ素（ｓｉｌｉｃｏｎ　ｏｘｙｎｉｔｒｉ
ｄｅ）またはポリシロキサンなどの無機材料または有機・無機複合材料などを使用するこ
とができる。
【００３８】
　散乱層は、例えば、凹凸構造を有する層であることができる。図３は、基材層１０５上
に凹凸構造を有する散乱層４０１が形成された場合を例示的に示す図である。散乱層の凹
凸構造を適切に調節する場合に入射する光を散乱させることができる。
【００３９】
　凹凸構造を有する散乱層は、例えば、前記で言及した熱または光硬化性材料を硬化させ
る過程で目的する形状の凹凸構造を転写することができる金型と接触させた状態で前記材
料を硬化させるか、または散乱層を形成する材料の層をあらかじめ形成した後、エッチン
グ工程などを通じて形成することができる。他の方式としては、散乱層を形成するバイン
ダー内に適切な大きさ及び形状を有する粒子を配合する方式で形成することができる。こ
のような場合に前記粒子は、必ず散乱機能を有する粒子である必要はないが、散乱機能を
有する粒子を使用しても構わない。
【００４０】
　散乱層は、例えば、湿式コーティング（ｗｅｔ　ｃｏａｔｉｎｇ）方式で材料をコーテ
ィングし、熱の印加または光の照射などの方式や、ゾルゲル方式で材料を硬化させる方式
や、ＣＶＤ（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）またはＰＶＤ（Ｐ
ｈｙｓｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）方式などのような蒸着方式または
マイクロエムボシング方式などを通じて形成することができる。
【００４１】
　有機発光素子は、散乱層の上部に形成される平坦層をさらに含むことができる。図４及
び図５は、平坦層がさらに形成された有機発光素子を例示的に示す図であり、図４は、図
２のような構造の散乱層上に平坦層５０１が形成された場合を示し、図５は、図３のよう
な構造の散乱層上に平坦層５０１が形成された場合を示す。
【００４２】
　平坦層は、散乱層上に正孔注入性電極層などの電極層が形成され得る表面を提供し、場
合によっては、散乱層との相互作用を通じてさらに優れた光抽出効率を具現することがで
きる。平坦層は、例えば、隣接する電極層と同等な屈折率を有することができ、例えば、
１．８～３．５または２．２～３．０程度の屈折率を有することができる。
【００４３】
　このような平坦層は、例えば、高い屈折率を有し、平均粒径が１ｎｍ～１００ｎｍ、１
０ｎｍ～９０ｎｍ、２０ｎｍ～８０ｎｍ、３０ｎｍ～７０ｎｍ、３０ｎｍ～６０ｎｍまた
は３０ｎｍ～５０ｎｍ程度の高屈折粒子を平坦層を形成するバインダーと混合する方法で
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形成することができる。前記高屈折粒子としては、例えば、アルミナ、酸化チタンまたは
酸化ジルコニウムなどが例示されることができる。１つの例示で、前記高屈折粒子として
は、酸化チタン、例えば、ルチル型の酸化チタンを使用することができる。ルチル型の酸
化チタンは、その他の粒子に比べて高い屈折率を有し、したがって、平坦層を形成する材
料内で高屈折粒子の含量を相対的に少量にする場合にも、高い屈折率を有する平坦層の具
現が可能である。材料内で高屈折粒子の比率が相対的に低い場合、さらに高い品質の平坦
層の具現が可能である。
【００４４】
　他の例示で、平坦層は、ジルコニウム、チタンまたはセリウムなどの金属のアルコキシ
ドまたはアシレート（ａｃｙｌａｔｅ）などの化合物をカルボキシル基またはヒドロキシ
基などの極性基を有するバインダーと配合した素材を使用して形成することができる。前
記アルコキシドまたはアシレートなどの化合物は、バインダーにある極性基と縮合反応し
、バインダーの骨格内に前記金属を含ませて高屈折率を具現することができる。前記アル
コキシドまたはアシレート化合物の例として、テトラ－ｎ－ブトキシチタン、テトライソ
プロポキシチタン、テトラ－ｎ－プロポキシチタンまたはテトラエトキシチタンなどのチ
タンアルコキシド、チタンステアレート（ｓｔｅａｒａｔｅ）などのチタンアシレート、
チタンキレート類、テトラ－ｎ－ブトキシジルコニウム、テトラ－ｎ－プロポキシジルコ
ニウム、テトライソプロポキシジルコニウムまたはテトラエトキシジルコニウムなどのジ
ルコニウムアルコキシド、ジルコニウムトリブトキシステアレートなどのジルコニウムア
シレート、ジルコニウムキレート類などが例示されることができる。また、前記極性基を
有するバインダーとしては、前記散乱層の項目で記述したバインダーのうち適当な種類が
選択されて使用されることができる。
【００４５】
　平坦層は、また、チタンアルコキシドまたはジルコニウムアルコキシドなどの金属アル
コキシド及びアルコールまたは水などの溶媒を配合してコーティング液を製造し、これを
塗布した後に、適正な温度で焼成するゾルゲルコーティング方式で形成することができる
。
【００４６】
　散乱層または散乱層とその上部に形成される平坦層は、その上部に形成される正孔また
は電子注入性電極層に比べて小さい投影面積を有することができる。散乱層または散乱層
と平坦層は、前記基材層に比べて小さい投影面積を有することができる。本明細書で用語
「投影面積」は、有機発光素子または前記基材層をその表面の法線方向の上部または下部
で観察したときに認知される対象物の投影の面積、例えば、前記基材層、前記散乱層また
は電極層などの面積を意味する。したがって、例えば、前述したように、散乱層の表面が
凹凸形状に形成されているなどの理由で、実質的な表面積は、電極層に比べて広い場合に
も、前記散乱層を上部で観察した場合に認知される面積が前記電極層を上部で観察した場
合に認知される面積に比べて小さければ、前記散乱層は、前記電極層に比べて小さい投影
面積を有するものと解釈される。
【００４７】
　散乱層は、基材層に比べて投影面積が小さく、また電極層に比べて投影面積が小さくな
ったら、多様な形態で存在することができる。例えば、散乱層１０４は、図６のように、
基材層１０５の周縁を除いた部分にのみ形成されているか、または図７のように基材層１
０５の周縁に散乱層１０４が一部残存することもできる。
【００４８】
　図８は、図６の散乱層を上部で観察した場合を例示的に示す図である。図８に示された
ように、上部で観察するときに認知される電子または正孔注入性電極層１０１の面積Ａ、
すなわち前記電極層１０１の投影面積Ａは、その下部にある散乱層１０４の投影面積Ｂに
比べて広い。電極層１０１の投影面積Ａ及び前記散乱層の投影面積Ｂの比率Ａ／Ｂは、例
えば、１．０４以上、１．０６以上、１．０８以上、１．１以上または１．１５以上であ
ることができる。散乱層の投影面積が前記電極層の投影面積に比べて小さければ、後述す
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るように、散乱層が外部に露出しない構造の具現が可能であるから、前記投影面積の比率
Ａ／Ｂの上限は、特に制限されない。一般的な製作環境を考慮すれば、前記比率Ａ／Ｂの
上限は、例えば、約２．０、約１．５、約１．４、約１．３または約１．２５であること
ができる。前記で電子注入性または正孔注入性電極層は、散乱層が形成されていない前記
基材層の上部にも形成されていてもよい。前記電極層は、前記基材層と当接して形成され
ているか、あるいは基材層との間に追加的な要素を含んで形成されていてもよい。このよ
うな構造によって散乱層が外部に露出しない構造を具現することができる。
【００４９】
　例えば、図８のように、電子注入性または正孔注入性電極層は、上部で観察したときに
散乱層のすべての周辺部を脱した領域を含む領域まで形成されていてもよい。この場合、
例えば、図７のように、基材層上に複数の散乱層１０４が存在する場合には、前記散乱層
１０４のうち少なくとも１つの散乱層、例えば、少なくともその上部に前記有機層が存在
する散乱層のすべての周辺部を脱した領域を含む領域まで電極層１０１が形成されること
ができる。例えば、図７の構造で右側と左側の周縁に存在する散乱層の上部にも有機層が
形成されたら、図７の構造は、左側と右側に延長し、前記右側と左側の周縁に存在する散
乱層のすべての周辺部を脱した領域まで電極層が形成されるように構造が変更されること
ができる。前記のような構造で下部に散乱層が形成されていない電極層に後述する封止構
造を付着すれば、散乱層が外部に露出しない構造を形成することができる。これにより、
前記散乱層または散乱層と平坦層が外部から水分や酸素などが浸透するルートとなること
を防止し、封止構造と電極層と基材層の付着力または外部電源と電極層の付着を安定的に
確保することができ、素子の外郭部分の表面硬度を優秀に維持することができる。
【００５０】
　投影面積の調節は、例えば、電極層を形成する蒸着またはスパッタリング工程で前記散
乱層などに比べて広い投影面積で電極層を形成することができ、必要な場合に、散乱層及
び／または平坦層の所定部位を除去してパターニングすることができる。
【００５１】
　有機発光素子は、外部の水分または酸素などを遮断するための適切な封止構造内に存在
することができる。すなわち、有機発光素子は、前記電極層と有機積層構造を保護する封
止構造をさらに含むことができる。封止構造は、例えば、ガラスカンまたは金属カンなど
のようなカンであるか、または前記有機積層構造などの全面を覆っているフィルムである
ことができる。
【００５２】
　図９は、順次形成された電子注入性電極層１０２と有機積層構造１０３を保護する封止
構造９０１であって、ガラスカンまたは金属カンなどのようなカン構造の封止構造９０１
をさらに含む形態を例示的に示す。図９のように、封止構造９０１は、例えば、接着剤９
０２によって正孔注入性電極層１０１に付着していてもよい。封止構造は、例えば、下部
に散乱層１０４が存在しない正孔注入性電極層１０１に接着されていてもよい。例えば、
図９のように、封止構造９０１は、基材層１０５の末端の周縁上に存在する電極層１０１
に接着剤９０２によって付着されていてもよい。このような方式で封止構造を用いた保護
効果を極大化することができる。
【００５３】
　封止構造は、例えば、有機積層構造と電子注入性電極層の全面を被覆しているフィルム
であることができる。図１０は、有機積層構造１０３と電子注入性電極層１０２の全面を
覆っているフィルム形態の封止構造１００１を例示的に示す。例えば、フィルム形態の封
止構造１００１は、図１０のように、有機積層構造１０３と電極層１０２の全面を被覆し
ながら、散乱層１０４及び正孔注入性電極層１０１が形成されている基材層１０５の上部
の第２基板１００２を互いに接着させている構造を有することができる。前記で第２基板
１００２としては、例えば、ガラス基板、金属基板、高分子フィルムまたはバリアー層な
どが挙げられる。フィルム形態の封止構造は、例えば、エポキシ樹脂などのように熱また
は紫外線（ＵＶ）の照射などによって硬化する液状の材料を塗布し、硬化させて形成し、
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あるいは前記エポキシ樹脂などを使用してあらかじめフィルム形態で製造された接着シー
トなどを使用して基板と上部基板をラミネートする方式で形成することができる。
【００５４】
　封止構造は、必要な場合、酸化カルシウム、酸化ベリリウムなどの金属酸化物、塩化カ
ルシウムなどのような金属ハロゲン化物または五酸化リンなどのような水分吸着剤または
ゲッター材などを含むことができる。水分吸着剤またはゲッター材は、例えば、フィルム
形態の封止構造の内部に含まれているか、あるいはカン構造の封止構造の所定位置に存在
することができる。封止構造は、また、バリアーフィルムや伝導性フィルムなどをさらに
含むことができる。
【００５５】
　前記封止構造は、例えば、図９または図１０に示されたように、下部に散乱層１０４が
形成されていない正孔注入性電極層１０１の上部に付着していてもよい。これにより、前
記散乱層などが外部に露出しない密封構造を具現することができる。前記密封構造は、例
えば、散乱層の全面が前記基材層、電極層及び／または封止構造によって取り囲まれるか
、または前記基材層、電極層及び／または封止構造を含んで形成される密封構造によって
取り囲まれ、外部に露出しない状態を意味することができる。密封構造は、基材層、電極
層及び／または封止構造だけで形成されるか、または散乱層または散乱層と平坦層が外部
に露出しないように形成される限り、前記基材層、電極層及び封止構造を含み、また、他
の要素、例えば、伝導物質や中問層などをも含んで形成されることができる。例えば、図
９または図１０で基材層１０５と電極層１０１が当接する部分または電極層１０１と封止
構造９０１，１００１が当接する部分またはその他の位置に他の要素が存在することがで
きる。前記他の要素としては、低透湿性の有機物質、無機物質または有機・無機複合物質
や、絶縁層または補助電極層などが例示されることができる。
【００５６】
　本発明は、また、前述した有機電子装置、例えば、有機発光装置の用途に関する。前記
有機発光装置は、例えば、液晶表示装置（ＬＣＤ；Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉ
ｓｐｌａｙ）のバックライト、照明、各種センサー、プリンター、コピー機などの光源、
車両用計器光源、信号灯、表示灯、表示装置、面状発光体の光源、ディスプレイ、装飾ま
たは各種ライトなどに効果的に適用されることができる。１つの例示で、本発明は、前記
有機発光素子を含む照明装置に関する。前記照明装置またはその他の用途に前記有機発光
素子が適用される場合に、前記装置などを構成する他の部品やその装置の構成方法は、特
に制限されず、前記有機発光素子が使用される限り、当該分野に公知されている任意の材
料や方式がすべて採用されることができる。
【実施例】
【００５７】
　以下、実施例及び比較例を通じて前記有機発光素子を具体的に説明するが、前記有機発
光素子の範囲が下記実施例によって制限されるものではない。
【００５８】
　実施例１
　テトラメトキシシラン１０ｇに屈折率が約１．５２の高分子ビーズ（ＸＸ７５ＢＯ、平
均直径：約３μｍ、Ｓｅｋｉｓｕｉ製）１ｇを充分に分散させてゾルゲルコーティング液
を製造した。次に、製造されたコーティング液をガラス基板にコーティングし、ゾルゲル
反応を進行させて散乱層を形成した。その後、同様にテトラメトキシシランを含むゾルゲ
ルコーティング液に平均粒径が約１０ｎｍであり、屈折率が約２．５程度である高屈折酸
化チタン粒子を配合した高屈折コーティング液を散乱層の上部にコーティングした後に、
同様にゾルゲル反応を進行し、屈折率が約１．８程度の平坦層を形成した。その後、形成
された層にレーザーを照射し、残存する光散乱層と平坦層の位置が引き続いて形成される
有機層の発光領域に対応し得るように前記光散乱層と平坦層の一部を除去した。除去後に
公知のスパッタリング方式でＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）を含む正孔注
入性電極層を前記ガラス基板の全面に予め定められた厚さで形成した。次に、公知の蒸着
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方式を通じてアルファ－ＮＰＤ（Ｎ，Ｎ'－Ｄｉ－［（１－ｎａｐｈｔｈｙｌ）－Ｎ，Ｎ'
－ｄｉｐｈｅｎｙｌ］－１，１' －ｂｉｐｈｅｎｙｌ）－４，４'－ｄｉａｍｉｎｅ）を
含む正孔注入層及び発光層（４，４'，４"－ｔｒｉｓ（Ｎ－ｃａｒｂａｚｏｌｙｌ）－ｔ
ｒｉｐｈｅｎｙｌａｍｉｎｅ（ＴＣＴＡ）：Ｆｉｒｐｉｃ、ＴＣＴＡ：Ｆｉｒ６）を順次
形成した。次に、前記発光層の上部に電子輸送性化合物であるＴＣＴＡ（４，４'，４"－
ｔｒｉｓ（Ｎ－ｃａｒｂａｚｏｌｙｌ）－ｔｒｉｐｈｅｎｙｌａｍｉｎｅ）及び低屈折材
料であるＬｉＦ（屈折率：約１．３９）を全体層の屈折率が１．６６程度となるように共
蒸着し、低屈折有機層を約７０ｎｍの厚さで形成した。次に、電子注入性反射電極として
アルミニウム（Ａｌ）電極を真空蒸着方式で前記低屈折有機層の上部に形成し、素子を製
造した。次に、Ａｒガス雰囲気のグローブボックスで前記素子に封止構造を付着し、装置
を製造した。その後、装置を空気中に取り出し、積分半球で電流密度が３ｍＡｃｍ－２で
あるときの電圧－電流特性、輝度と効率などを測定した。一方、前記で屈折率は、Ｎａｎ
ｏｖｉｅｗ社のｅｌｌｉｐｓｏｍｅｔｅｒを使用して約５５０ｎｍの波長で測定した数値
である。
【００５９】
　比較例１
　発光層上に低屈折有機層を形成せず、電子輸送性化合物であるＴＣＴＡ（４，４'，４"
－ｔｒｉｓ（Ｎ－ｃａｒｂａｚｏｌｙｌ）－ｔｒｉｐｈｅｎｙｌａｍｉｎｅ）だけの層を
約７０ｎｍの厚さで形成したことを除いて、実施例１と同様に有機発光素子を製造した。
【００６０】
　比較例２
　散乱層と平坦層を形成しないことを除いて、実施例１と同様に有機発光素子を製造した
。
【００６１】
　比較例３
　散乱層と平坦層を形成せず、また発光層上に低屈折有機層を形成しない代わりに、電子
輸送性化合物であるＴＣＴＡ（４，４'，４"－ｔｒｉｓ（Ｎ－ｃａｒｂａｚｏｌｙｌ）－
ｔｒｉｐｈｅｎｙｌａｍｉｎｅ）だけの層を約７０ｎｍの厚さで形成したことを除いて、
実施例１と同様に有機発光素子を製造した。
【００６２】
　比較例４
　発光層上に低屈折有機層を形成せず、電子輸送性化合物であるＴＣＴＡ（４，４'，４"
－ｔｒｉｓ（Ｎ－ｃａｒｂａｚｏｌｙｌ）－ｔｒｉｐｈｅｎｙｌａｍｉｎｅ）及び屈折率
が約１．７９の酸化イットリウム（Ｙ２Ｏ３）の共蒸着層を約７０ｎｍの厚さで形成した
ことを除いて、実施例１と同様に有機発光素子を製造した。
【００６３】
　比較例５
　発光層上に低屈折有機層を形成せず、電子輸送性化合物であるＴＣＴＡ（４，４'，４"
－ｔｒｉｓ（Ｎ－ｃａｒｂａｚｏｌｙｌ）－ｔｒｉｐｈｅｎｙｌａｍｉｎｅ）だけの層を
約２０ｎｍの厚さで形成したことを除いて、実施例１と同様に有機発光素子を製造した。
【００６４】
　前記実施例及び比較例に対する性能評価の結果は、下記表１の通りである。下記表１で
、絶対量子効率の評価は、公知の方式で行った。
【００６５】
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【表１】

【符号の説明】
【００６６】
１００　有機発光素子
１０１、１０２　電極層
１０３　有機積層構造
１０３１　低屈折有機層
１０３２　発光層
１０５　基材層
３０１　散乱粒子
３０２　バインダー
１０４、４０１　散乱層
５０１　平坦層
　

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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【図８】

【図９】

【図１０】
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